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学術論文「実機供用条件における Ni基合金の WJP残留応力改善工法による圧縮残留応力の長期安定性予測」

実実機機供供用用条条件件ににおおけけるる Ni基基合合金金ののWJP残残留留応応力力改改善善工工法法にによよるる
圧圧縮縮残残留留応応力力のの長長期期安安定定性性予予測測
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In order to estimate the stability of the stress improving effect by water jet peening (WJP) residual stress improvement 
methods during the long-term operation of nuclear power plants, the residual stress in nickel-based alloy 600 has been 
studied through the kinetics of hardness reduction behavior in practical operation temperatures. Based on the relationship 
between the residual stress relaxation and the hardness reduction rates, it has been found that in actual operating condition, 
when the hardness decreased to 180 HV, the residual stress was reduced to about 95%. Furthermore, the time required to 
reduce the hardness to 180HV is 868 years for WJP. It follows that the maintaining period of compressive residual stress 
introduced by WJP residual stress improvement method is sufficiently longer than the assumed maximum operating period 
of 60 years for nuclear power plants in the actual operating condition.
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１１．．緒緒言言 
加圧水型原子炉(Pressurized Water Reactor: PWR)の

経年劣化事象の一つとして，Ni基合金溶接部におけ
る応力腐食割れ(Stress Corrosion Cracking：SCC)の発
生が知られている[1,2]．SCC 対策として，ウォータ
ジェットピーニング(Water Jet Peening：WJP)など応力
改善工法がガイドラインとして制定されるとともに

実機へ適用されている[3]．しかしながら，PWRプラ
ント運転時には炉内の温度はおよそ 573 K に達し，
最高使用温度は約 618 K に達する箇所もある．その
ため，前述のWJP残留応力改善工法により導入され
た圧縮残留応力は運転初期において緩和する可能性

があることが報告されている[4]．原子力プラントの
安全性を確保するためには，応力改善工法により導

入された圧縮残留応力を実機稼働温度の高温環境に

おいても安定して残存することを担保することが望

まれる．そのためには，残留応力改善工法により導入

された圧縮残留応力の高温環境下での緩和挙動を解

明することが求められる．

これまでの著者らの研究[5,6]によると，残留応力

改善工法を適用したNi基合金溶接部では実機供用温
度に昇温した場合，短時間で応力改善効果の減少が

見られるが，それ以降では応力改善効果は長期に渡

り安定である可能性が示唆された．また，WJP 残留
応力改善工法を施工したNi基合金に対する実機運転
温度での熱時効に伴う硬さ変化挙動に対して速度論

的検討より，熱処理部の硬さ低下が回復によって生

じるものと推察された．しかしながら，実機供用下で

の熱履歴を受けたとき，各残留応力改善工法による

Ni基合金の残留応力の変化挙動は明確ではない．
そこで，本研究では実機供用下での熱履歴を受け

たときの残留応力緩和挙動について，残留応力緩和

挙動と相関がある硬さ低下挙動を明らかにすること

により，残留応力改善効果が安定である条件範囲を

明確にすることを目的とした．このため，硬さ変化の

速度論的検討より得られた定数を用いて，WJP を施
工した Ni基合金に対して，実機供用下での熱履歴を
受けた際の硬さの低下率を加算則を用いて算出した．

この結果に基づき，硬さ低下率と応力緩和量の相関

関係[5]を用いて，実機構造物におけるWJP残留応力
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２２．．供供試試材材料料おおよよびび実実験験方方法法 
本研究で用いた供試材料は，Table 1に示す化学組

成を有する Ni 基 600 合金である．試験片は
100mml×50mmw×10mmtの寸法を有する板材を用いた．

試験片の機械加工面に対して，WJP を実施した．試
験片の長手，幅および板厚方向をそれぞれ x，yおよ
び z 方向とした．WJP 施工は試験片長手方向の中央
部を y方向に向けてノズルが通過するように設定し，
噴射流量は 48 l/minとした．
転位減少による硬さ変化の速度論的検討に用いる

均一性の良い試験片を作製するために，厚さ 10 mm 
の板材に対し 90 %の冷間加工を施工した．加工の際
には摩擦せん断変形が入らないようよく潤滑し，圧

延中に温度が上昇するのを防ぐために低速，低圧下

率で，多パス圧延を行った．硬さ試験および熱時効試

験を行う際には，試験片中央部の加工の均一性が良

い部分から8mml×5mmw×1mmtの大きさに切り出した

試験片を使用した．

硬さ試験は試験片を切り出した後の断面に対して

行った．試験片を切り出した後，断面に対し耐水研磨

紙 3000番まで湿式研磨を行い，試験片断面を鏡面に
仕上げた．硬さ試験の試験条件として，試験荷重は

245 mN，保持時間は 15 sとした．試験機には島津製
作所製 HMV-G を用いた．硬さ試験はいずれの場合
においても 7点の測定を行い，最大値・最小値の各 1
点ずつ，計 2 点を除外した 5 点の平均値を各条件の
硬さとして整理した．

実機運転温度以上の高温域である再結晶温度にお

ける硬さの低下挙動を調査するため熱時効試験を行

った．熱時効には保持時間が 1 時間以上の場合はマ
ッフル炉を，1時間以内の場合には高周波加熱装置を
用いた．マッフル炉を用いる場合は設定温度まで昇

温した炉内に試験片を投入することにより加熱し，

高周波加熱装置を用いた場合の昇温速度は 30 K/sと
した．冷却はいずれの装置を用いた場合も水冷とし

た．転位減少による硬さ変化の速度論的検討に用い

た熱時効試験の条件を Table 2に示す．

Table 1 Chemical composition of alloy 600 (mass％).

Table 2 Thermal aging conditions.

３３．．残残留留応応力力改改善善工工法法にによよるる圧圧縮縮残残留留応応力力

のの緩緩和和とと長長期期安安定定メメカカニニズズムム 

33..11圧圧縮縮残残留留応応力力のの緩緩和和量量とと硬硬ささ低低下下率率のの関関係係 

長期実機供用下での残留応力改善工法の有効性を

検証するためには，熱時効に伴う圧縮残留応力の変

化を定量的に評価する必要がある．しかしながら，圧

縮残留応力の経時変化を速度論的に検討するには，

多大の労力とコストが必要となる．そこで，本研究で

は，圧縮残留応力と相関がある硬さの変化[5,6]につ
いて評価することとした．

Fig. 1に，機械加工を施工した試験片に対して実施
したWJP施工材の残留応力緩和量と硬さ低下率の関
係を示す[5]．残留応力緩和量と硬さ低下率の関係は
実験的に曲線で近似することが可能であり，その曲

線は以下の式(1)のようになる．ここで，Δσは残留応
力の緩和量(MPa)，fは回復による硬さ低下率を示す．

Δσ = 200 × √f (1)

この残留応力の緩和量と硬さ低下率の相関関係に

基づき，硬さの低下挙動により残留応力緩和挙動を

検討することができると考えられる．

Fig. 1 Relationship between relaxed residual stress and hardness 

reduction ratio.
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3.2 圧圧縮縮残残留留応応力力のの緩緩和和とと長長期期安安定定メメカカニニズズ
ムムののままととめめ

WJPなどの残留応力改善工法によって付与された
圧縮残留応力は熱時効初期において緩和し，その後

一部が残存することが報告されている[4-6]．著者ら
は圧縮残留応力の緩和と長期安定のメカニズムを

Fig. 2に示すように示唆した[7,8]．すなわち，ピーニ
ングなどの残留応力改善工法の施工により導入され

た空孔および転位は，実機供用条件の熱時効により

空孔がほぼ全部消滅するが，転位の一部は消滅せず

に再配列するなどし，比較的安定に残存する可能性

がある．このように，残存する転位が原子力プラン

ト運転時の高温保持過程においても応力改善工法施

工部に導入された残留応力の長期的安定性に寄与す

るものであると推察される．

このメカニズムに基づくと，応力改善工法施工部

に導入された残留応力の緩和と長期安定性は，格子

欠陥および転位の減少・消滅挙動に基づき予測でき

るものと推察される．これまでの研究[7,8]において，
格子欠陥の減少・消滅は回復により生じ，実機運転

温度における格子欠陥の減少・消滅に伴う硬さ変化

挙動を速度論的に明らかにした．一方，転位の減少・

消滅に伴う硬さ変化に関しては，実機運転温度での

実験的評価が困難なため，その挙動を十分に解明で

きておらず，長期安定性を定量的に検証・予測する

には至っていない．そこで，本研究では，転位の減

少・消滅に伴う硬さ変化挙動を再結晶により再現し，

再結晶の速度論的検討によって実機運転温度での転

位の減少・消滅に伴う硬さ変化を予測することとし

た．

４４．．回回復復にによよるる硬硬ささ変変化化のの速速度度論論的的検検討討
これまでの研究[5]では，WJP を施工した Ni 基合

金の実機運転温度で熱時効初期段階の回復による硬

さ変化について速度論的検討を行い，得られた結果

から熱時効による硬さの低下率を求めた．

硬さ低下率として，以下の式(2)を定義した．得ら
れた結果について，式(3)に基づき，硬さの変化挙動
に関して Johnson-Mehlプロットを行い，その結果か
ら得られた速度定数について，Arrheniusプロットを
行った．

(2)

(3)

ここで，f: 硬さの低下率，HVaged: 各条件下での熱
時効後硬さ，HVbefore: 熱時効前硬さ，HVafter: 緩和完
了後硬さ，K：速度定数(s-1)，t：時間(s)，n：アブラ
ミ指数である．式(3)を整理し，両辺に 2 回ずつ対
数をとることにより得られる式 (4)をもとに，
Johnson-Mehlプロットを行った．

ln {ln ( 1
1 − 𝑓𝑓)} = 𝑛𝑛ln𝐾𝐾 𝐾 𝑛𝑛ln𝑡𝑡 (4)

一方，一般に，式(4)の速度定数 Kは以下の式(5)
に示す Arrhenius型の式で示される．

(5)

ここで，K0：速度定数(s-1)，Q：活性化エネルギー
(J/mol)，R：気体定数(8.314 J/mol·K)，T：温度(K)で
ある．式(5)に対して両辺に自然対数をとると，以
下の式(6)が得られる．式(6)を用いて，Arrheniusプ
ロットを行った結果より Q，K0を求めた．

ln𝐾𝐾 = ln𝐾𝐾0 −
𝑄𝑄
𝑅𝑅 ∙ 1𝑇𝑇 (6)

これまでの検討[5]で得られたWJP応力改善工法
に対して，回復による硬さ変化の速度定数および

活性化エネルギーを Table 3に示す．速度定数の温
度依存性から実機使用温度における硬さ変化挙動

を予測できる．なお，速度論的検討より得られた活

性化エネルギーが転位に沿った拡散や空孔の消滅

の活性化エネルギーと同等の値であったことや，

自己拡散との活性化エネルギーの値の比が Fe や
Al の自己拡散と回復の活性化エネルギーの値の比
に近い値を示したことから，実機運転温度におけ

る熱時効初期段階での硬さ低下は回復によって生

じることが推察できる．

Table 3 Comparison of constants.
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Fig. 2 Mechanism for residual stress relaxation and long-term stability of stress during thermal aging at actual operating temperature.

５５．．転転位位のの減減少少・・消消滅滅にによよるる硬硬ささ変変化化のの速速度度

論論的的検検討討 
実機使用温度における転位の減少・消滅による硬

さ変化の調査には，きわめて長時間を要するため，

加速試験として，転位の大幅な減少が期待できる再

結晶挙動を利用し速度論的検討を実施した．実機運

転温度以上の再結晶温度での硬さ変化を実機運転温

度に外挿することにより硬さ変化を推定した．

均一性が良い冷間圧延材について，再結晶に伴う硬

さ低下挙動を把握するため，Table 2に示した条件で冷
間圧延材に対し熱時効試験を行い，試験片断面の硬さ

を測定した．硬さ測定結果を Fig. 3に示す．グラフ中
の上の破線は熱時効前の硬さ（377.5 HV）を，下の破
線は再結晶完了後の硬さ（184.0 HV）を示す．どの温
度条件においても時効時間が長くなるほど硬さが低

下しており，また時効温度が高いほど硬さ低下が早期

に生じることが確認された．

各条件下での熱時効後の硬さについて，式(2)を用い
て硬さ低下率 fを求め，式(4)に基づいて Johnson-Mehl
プロットを行った結果を Fig. 4に示す．縦軸に式(4)の
左辺，横軸に lnt をとりプロットしたところ得られた
結果はいずれの温度においても直線関係を有してお

り，その傾きはほぼ等しいことが確認できる．すなわ

ち，これらの温度における直線の傾き n の平均値は
0.82であった．
また，Johnson-Mehlプロットから得られた結果につ

いて，式(6)に基づいて Arrheniusプロットを行った結
果を Fig. 5に示す．縦軸に式(6)の左辺，横軸に 1/Tを
とりプロットしたところ直線関係を示すことが確認

された．この直線の傾きおよび切片から得られた各定

数の値を Table 4に示す．活性化エネルギーQ = 283.1 
kJ/mol，速度定数 K0 = 5.71 × 1013 s-1が得られた．

活性化エネルギーQは，律速する機構によりその値
が異なることが知られている．純 Niや Ni基合金など

を対象とし，種々の現象や実験方法，それぞれに対

する活性化エネルギーに関して実施された研究結果

の調査結果[5, 9-16]を本研究により得られた結果と
比較して Table 5に示す．本研究により得られた活性
化エネルギーは，回復の活性化エネルギー158.0 
kJ/mol [5]よりも明らかに高く，格子拡散や定常クリ
ープの活性化エネルギーと同程度の値となることが

わかる．

Fig. 3 Hardness reduction behavior after thermal aging.

Fig. 4 Johnson-Mehl plot of hardness reduction behavior.
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Table 5 Activation energy of various phenomena for pure Ni and Ni-based alloys [5, 9-16].

Fig. 5 Arrhenius plot of hardness reduction behavior.

Table 4 Kinetic constants of hardness reduction due to 

recrystallization.

６６．．実実機機環環境境ににおおけけるる WWJJPP 残残留留応応力力改改善善工工

法法にによよるる圧圧縮縮残残留留応応力力のの安安定定性性予予測測 

66..11実実機機環環境境ににおおけけるる硬硬ささ低低下下挙挙動動のの予予測測方方法法 

WJP施工材に対して，実機供用下の初期回復段階
と長期安定段階での硬さの低下挙動について，硬さ

の速度論的検討により得られた n，Q，K0を用いて，

計算により予測した．予測に用いた計算には実機運

転温度の変動を考慮して，硬さ低下率を加算則を用

いて算出した．得られた結果に基づき，実機供用下

の硬さ低下挙動の検討を行った．

加算則の概念図を Fig. 6 に示す．図のように昇温
過程を微小区間に分割し，それぞれを微小な恒温熱

処理過程として扱い，加算することで計算を行った．

ある時間 tn のときの温度を Tn とし，式(5)に示す
Arrhenius 型の速度式を微小時間に対する積分形式
に置き換えた以下の式(7)と，上記の式(3)を用いて硬
さ低下率の計算が可能となる．

Kt̅= 𝐾𝐾0∑ tnexp (-
Q
RTn

)
n

(7)
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計算するにあたって Fig. 7 に示す一番厳しい実機
運転条件の熱サイクルを想定した．起動時の昇温速

度は 28 K/hとし，運転温度は実機構造物における最
高温度の 618 K とし，そして最高温度で長期保持の
熱履歴を採用した．初期回復による硬さ変化の回復

過程の硬さ低下率 fは式(2)を用い，HVbefore：各応力改

善工法施工後硬さ（HV），HVafter：回復完了後硬さ（HV）
とした．また，転位減少による硬さ変化の長期運転段

階の計算では，熱時効前硬さを回復完了後硬さとし

た．熱時効開始直後に回復による硬さ低下が始まり，

また，回復完了すると転位の減少・消滅による硬さ低

下が始まると想定し，回復と転位減少のそれぞれの

硬さ低下量を導出し，熱時効後の硬さを求めた．

66..22 WWJJPP施施工工材材のの応応力力改改善善挙挙動動のの予予測測 

実機供用条件下，機械加工ありWJP施工材の回復
および転位減少による硬さ低下挙動について加算則

を用いて算出した結果を Fig. 8 に示す．初期回復過
程の硬さ低下率の算出に用いる n，Q，K0の値は Table 
3に示す以前の研究により得た値を用いた．長期運転
過程の転位減少による硬さ低下率の算出に用いる n，
Q，K0の値は本研究により得た値である Table 4に示
した値を用いた．

Fig. 6 Schematic diagram of the additivity rule.

Fig. 7 Thermal cycle for calculation.

また，回復による硬さ低減率と残留応力緩和量は

式(1)に示す相関関係があることがわかっており，転
位の減少・消滅による硬さ低下率と残留応力緩和量

の間にも回復と同様に相関関係があると想定し，実

機供用条件における圧縮残留応力の緩和予測を行っ

た．

ここで，WJP施工後の残留応力は-400 MPaであり，
熱時効による回復完了後の残留応力は-200 MPaであ
る．また，転位消滅後の残留応力は 0 MPaとなると
推測されるため，回復完了後から転位消滅するまで

の残留応力の最大緩和量は 200 MPaとなる．これら
の値に基づき，回復の場合と同様の式を用いて再結

晶の硬さ低下率より残留応力緩和量を求めた．その

結果を Fig. 9に示す．ただし，硬さ低減挙動の図と比
較するため，残留応力の絶対値をプロットした．これ

らの結果から，硬さが回復完了した際や硬さが 218
HV，200 HVおよび 180 HVまで低減する場合の残留
応力およびそれに要する時間を算出した．その結果

を Table 6に示す．
WJP 施工後の硬さは 263 HV である．実機供用条
件下で，初期回復が完了した際（HV＝227 HV）に残
留応力は- 200 MPaとなり，施工時から 50％程度緩和
する．その後の長期運転段階で，硬さが 218 HVに低
下する場合に残留応力は-120 MPaとなり，施工から
70％程度緩和するという結果が得られた．また，硬さ
が 200 HVに低下する場合に，残留応力は- 60 MPaと
なり，施工から 85％程度緩和することがわかった．
さらに，硬さが 180 HVに低下する場合に，残留応力
は-20 MPa となり，施工から 95％程度緩和するとい
う結果が得られた．それぞれの硬さに低減するまで

の時間は，それぞれ 1年，60年，285年，868年とい
う結果が得られた．

この結果より，実機供用条件下，WJP 施工箇所は
868年高温環境中保持しても，残留応力は-20 MPaで
あり，圧縮残留応力の状態を保持することができる

ことが示唆された．この年数は原子力発電プラント

の想定される最長の運転期間である 60年よりはるか
に長い．したがって，WJP応力改善工法については，
原子力プラントの想定される運転期間で応力改善効

果は安定して存在することが推察された．
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Fig. 8 Prediction of hardness reduction behavior during actual 

operating condition (WJP).

Fig. 9 Prediction of absolute value of residual stress during 

actual operating condition (WJP).

Table 6 Required time for the hardness reduction and residual 

stress of WJP processed sample. 

Hardness 
(HV)

Residual 
stress (MPa)

Time 
(year)

HV=227 -200 (50%) 1 

HV=218 -120 (70%) 60

HV=200 -60 (85%) 285

HV=180 -20 (95%) 868

７７．．結結言言  
本研究では，実機構造物におけるWJP残留応力改

善工法によって導入された圧縮残留応力の緩和挙動

を把握するため，硬さの速度論的検討により得られ

た結果に基づき，実機構造物における圧縮残留応力

の長期安定性を予測した．得られた主な結論を以下

に示す．

(1) WJP 施工材の残留応力緩和量と硬さ低下率の相
関関係に基づき，硬さの低下挙動により残留応力

緩和挙動を検討することができると考えられる． 
(2) 転位減少による硬さ変化の速度論的検討を行っ
た結果，得られた活性化エネルギーの値は

283.1 kJ/molであり，格子拡散や定常クリープの
活性化エネルギーと同程度であることがわかっ

た．

(3) 応力緩和挙動と硬さ低下挙動の相関関係より，
WJP 施工材が回復完了した際に，残留応力は
- 200 MPaとなり，施工時から 50％程度緩和する
ことがわかった．また，硬さが 180 HVに低下す
る場合に，残留応力は-20 MPaとなり，施工時か
ら 95％程度緩和するという結果が得られた．

(4) WJP 応力改善工法の実機環境下における硬さ低
下挙動を検討したところ，硬さが 180 HVに低減
するまでの時間 868年は原子力発電プラントの
想定される最長の運転期間である 60年よりはる
かに時間が長い．したがって，WJP応力改善工法
については，原子力プラントの想定される運転期

間で応力改善効果は安定して存在することが推

察された．
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